
藤沢市年度限定保育事業実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、藤沢市が待機児童の解消を目的として、保育所等（児童福祉法（昭

和２２年法律第１６４号）第６条の３第９項に規定する家庭的保育事業、同条第１０項

に規定する小規模保育事業及び同法第３９条第１項に規定する保育所並びに就学前の子

どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７

号）第２条第６項に規定する認定こども園をいう。以下同じ。）の入所が保留となった児

童を、認可保育所等（国、都道府県及び市町村以外の者が児童福祉法第３５条第４項の

規定による認可を受けて設置した保育所等をいう。以下同じ。）において、期間を限定し

た保育（以下「事業」という。）を実施するため、必要な事項を定めるものとする。 

 

（用語の定義） 

第２条 この要綱における用語の定義は、次の各号に定めるところによる。 

（１）保護者 本事業を利用する児童の保護者をいう。 

（２）事業実施者 市から委託を受け、本事業を実施する者をいう。 

 

（実施者） 

第３条 事業は藤沢市を実施主体として、市内において認可保育所を運営する法人への業

務委託により実施するものとする。 

 

（対象児童） 

第４条 事業の対象となる児童は、原則として次に掲げる要件を全て満たす者とする。 

（１）藤沢市内在住の者で、事業の利用開始日の属する前年度の末日時点で満１歳又は満

２歳の児童であること。 

（２）藤沢市保育施設入所選考基準に基づく利用調整の結果、保育所等への入所が保留と

なっている児童であること。 

２ 前項第１号の規定にかかわらず、次の各号に掲げる要件に該当する場合は藤沢市外在

住の児童も対象とする。 

（１）保護者が藤沢市内の保育所等又は幼稚園において保育士又は幼稚園教諭として就労

（内定を含む。）している場合。 

（２）保護者が藤沢型認定保育施設の保育士として就労（内定を含む。）している場合。 

 

（実施要件） 

第５条 事業実施者は、事業の実施にあたり、次の各号に掲げる要件を全て満たさなけれ

ばならない。 

（１）児童福祉法施行規則（昭和２２年省令第１１号。以下「規則」という。）第３６条の 

３５第１項第１号イ、ニ及びホに規定する設備の基準及びその他関係法令に定める基



準を順守し、児童の安全な受入に必要な環境を確保していること。また、当該施設内

に医務スペースを設けること。 

（２）職員の配置は、規則第３６条の３５第１項第１号ロ及びハに規定する基準を満たし

ていること。 

（３）事業の実施日は、次に掲げるとおりとすること。 

ア 通常保育型 実施施設における開所日と同日 

イ 一時預かり型 藤沢市の休日を定める条例（平成元年藤沢市条例第２４号）第１

条第１項に規定する市の休日以外の日 

（４）事業の実施時間は、次に掲げるとおりとすること。 

  ア 通常保育型 実施施設における預かり時間のうち１日最大１１時間まで 

  イ 一時預かり型 午前８時３０分から午後５時のうち１日最大８時間まで 

（５）児童の健康診断等は、児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平

成２５年神奈川県条例第５号）第１５条の規定に準じて実施すること。 

（６）給食は、通常利用児童と同一のものを提供すること。 

 

（実施期間） 

第６条 事業の実施期間は、実施施設ごとに定める事業の開始日から当該開始日の属する

年度の末日までとする。 

 

（利用期間） 

第７条 事業の利用期間は、事業の利用開始日から当該利用開始日の属する年度の末日ま

でとする。ただし、当該期間内であっても別表第１に定める利用できる期間を超えての

利用及び子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第２０条第４項に規定する

支給認定証（以下「支給認定証」という。）に記載された有効期間が満了した日後の利用

はできないものとする。また、次の各号に該当する場合は、利用できないものとする。 

（１）保育所等の利用申請を取り下げた場合 

（２）年度途中に保育所等の利用が決定した場合 

（３）保育を必要とする事由が消滅した場合 

２ １日当たりの事業の利用時間は、各施設が定める標準保育時間の範囲内で保護者が保

育を必要とする時間を限度とする。 

３ 前項の規定にかかわらず、事業実施者は、必要と認めるときは保護者の求めに応じて

延長保育を提供することができる。ただし、一時預かり型の場合はこの限りではない。 

 

（事業実施等の届出） 

第８条 事業実施者が事業を実施する場合は、当該年度の前年度１２月１５日までに「藤

沢市年度限定保育事業実施届（第１号様式）」に必要書類を添えて、市長に提出するもの

とする。ただし、前年度の事業に係る届を提出した事業実施者が当該届に係る事業を継

続して実施する場合には、この限りではない。 
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２ 届出内容の変更又は事業の終了をする場合は、変更又は終了しようとする月の前月１

５日までに「藤沢市年度限定保育事業変更・終了届（第２号様式）」に必要書類を添えて、

市長に届け出なければならない。この場合において、現に事業を利用する児童にとって

不利益となる内容への変更又は事業の終了はできないものとする。 

 

（児童家庭の状況等の把握） 

第９条 事業実施者は、安全で安心な保育を提供するため、事業利用児童及びその家庭の

状況等の把握に努めなければならない。 

２ 保護者は、保育を実施する上で必要となる事業利用児童及びその家庭の状況等につい

て、事前に事業実施者に情報提供するものとし、特に配慮が必要な事項がある場合には、

必ずその旨を事業実施者に伝えるものとする。 

 

（利用者台帳の整備） 

第１０条 事業実施者は、事業利用児童について利用者台帳を整備し、事業を利用する理

由、利用日時、保育期間等を明らかにしておくものとする。 

 

（利用申請） 

第１１条 事業の利用を希望する保護者は、市長が指定する期日までに「藤沢市年度限定

保育事業利用申請書（第３号様式）」に市が発行した支給認定証の写し及び保育施設入所

保留通知書の写しを添えて、市長に申請するものとする。 

２ 保護者は、前項に掲げるもののほか、利用の可否の決定に当たり必要となる資料等の

提出を市から求められた場合は、速やかに提出しなければならない。 

３ 保護者が育児休業を終了し、仕事に復帰するために事業を利用する場合には、復職後

速やかに復職したことを証する書類を市長に提出しなければならない。 

４ 事業実施施設において、年度途中で利用定員に空きが生じた場合は、第７条第１項に

規定する利用期間の範囲内で、年度途中からの対象児童の利用も可とする。 

５ 利用施設を変更しようとする場合は、第１３条第１項に規定する利用終了申請の後、

第１項に規定する期日にかかわらず、第３号様式に必要書類を添えて、市長に申請する

ものとする。 

 

（利用決定） 

第１２条 市長は、前条の規定による利用申請を受理したときは、この要綱及び利用希望

施設の受入れ状況等に基づき利用調整を行い、次に掲げるとおり利用の可否を決定する。 

（１）承認 本要綱に定める児童の要件に該当し、かつ利用希望日の受入れが可能な場合

利用を承認する。 

（２）保留 本要綱に定める児童の要件に該当する場合であっても、利用希望日の受入れ

状況等の理由により利用できない場合、利用を保留する。 

（３）不承認 本要綱に定める児童の要件に該当しないと認められる場合は、利用を不承



認とする。 

２ 前項の規定により利用の可否の決定を行ったときは、市長は、藤沢市年度限定保育事

業利用調整結果通知書（第４号様式）により、保護者に通知するものとする。 

３ 第１項の規定により、保留の決定を行った場合で、その後の申込状況等の変更により

利用可能となったときは、市長は、改めて第４号様式により保護者にその旨を通知する

ものとする。 

 

（利用終了等） 

第１３条 保護者は、事業の利用を終了しようとするときは、市長に藤沢市年度限定保育

事業利用終了申請書（第５号様式）を提出しなければならない。 

２ 保護者は、事業の利用を辞退しようとするときは、市長の定める方法及び期日に従い、

その旨を報告しなければならない。 

３ 市長は、第１項に規定する申請を受理したときは、内容を審査し、利用終了を決定す

るものとし、その旨を藤沢市年度限定保育事業利用終了決定通知書（第６号様式）によ

り、保護者に通知するものとする。 

 

（保護者の費用負担） 

第１４条 保護者は、利用する施設の事業実施者に対し、この事業の利用料として別表第

２に定める利用者負担額のほか、第７条第３項の規定による延長保育を利用した場合に

は、その利用料及び保育の実施に当たり必要となる実費（以下「利用者負担額等」とい

う。）について、負担しなければならない。 

２ 前項に掲げる利用者負担額等のうち、基本利用者負担額以外の費用については、原則

として通常利用児童と同額とする。 

３ 事業実施者は、利用者負担額等をあらかじめ保護者に分かりやすい方法で明示してお

かなければならない。 

 

（個人情報の保護） 

第１５条 事業実施者は、事業の実施に際して得た個人情報について、適正に管理し、他

に漏らしてはならない。 

 

（委任） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和元年１２月１日から施行する。 

 

 

 



別表第１（第７条関係） 

保護者の状況 利用できる期間 

会社や自宅を問わず、１か月当

たり６４時間以上就労してい

る場合 

１か月当たり６４時間以上の就労が継続する期間

（最大１年度） 

職業訓練校、専門学校、大学な

どに通っている場合 

通学を必要とする期間（最大１年度） 

求職活動のため日中外出して

いる場合 

利用開始日から９０日を経過する日が属する月の末

日までの範囲内で、就労を開始するまでの期間 

出産日又は出産予定日の前後

の期間に準備又は休養が必要

な場合 

出産予定日の前６週目の日が入る月の初日から、出

産日の後８週目の日が入る月末までの期間 

疾病や負傷、障がいのため保育

が困難な場合 

療養を必要としなくなるまでの期間（最大１年度） 

親族の介護や看護のため保育

が困難な場合 

介護を必要としなくなるまでの期間（最大１年度） 

震災、風水害、火災その他の災

害により、その復旧にあたって

いる場合 

災害復旧の状況に応じた期間（最大１年度） 

ひとり親世帯で保育施設の入

所により自立の促進が図られ

ると判断した場合 

保育施設の入所までの期間（最大１年度） 

児童福祉の観点から、特に保育

施設入所の必要性が高いと判

断した場合 

状況に応じた必要な期間（最大１年度） 

 

別表第２（第１４条関係） 

 

負担区分 

利用者負担額（月額） 

通常保育型 

〔１１時間利用の場

合〕 

一時預かり型 

〔８時間利用の場合〕 

Ａ～Ｃ５ ２０，０００円  １４，０００円  

Ｃ６～Ｃ７ ３０，０００円   ２１，０００円  

Ｃ８～Ｃ９ ４０，０００円  ２９，０００円  

Ｃ１０～Ｃ１２ ５０，０００円  ３６，０００円  

Ｃ１３～Ｃ１８ ６０，０００円  ４３，０００円  

※この表における負担額は、当該年度中は変更しないものとする。 


